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１．はじめに	 
前回は、地震予知の本題に入る前の準備段階

のお話でした。すこし復習しましょう。まず、
マグニチュードと震度の違いをしっかり思い出
してください。	 

次に、地震とは断層が、プレート運動などの
力を受けて、急激にずれることによって地面が
振動することですが、小さな地震は沢山起きる
が、大きい地震は滅多には起きないということ。　
マグニチュードが一つ大きくなると、起きる数
は約１/10 になってしまいます。しかし、詳しい
説明は省きますが、エネルギーは約30倍になる
のです。マグニチュードが二つ違えば、頻度は
1/100 だが、エネルギーは約1000倍。地震は少数
精鋭主義なのです。	 
地震予知には長期・中期・短期とあるといわ

れますが、短期以外はほとんど役に立たないか
ら、地震予知などというべきではありません。	 
中期予知は短期予知ではありませんから、地震
予知というべきではありませんが、これについ
てはいくつかの基本戦略も示されてきました。　	 

たとえば、空白域という考えです。大きな地
震の震源域を描いて見ると海溝に沿って並んで
います。そこに空白域があると、次の地震はそ
こで起こるだろうというわけです。図１（文献

１の図５）に示すように、1972年に力武常次先
生が国会に呼ばれて「次の地震はここであろ
う」と述べたら、本当に1973年に根室半島沖地
震が起きました。これは大成功ともてはやされ
たのですが、空白域が塞がってしまうと、次が

どこだかはわかりません。	 
図1（文献１の図５）の真ん中に「東海地震」

とあるのはもう一つの空白域です。1976年に石
橋克彦さん（当時、東大助手）が指摘した空白
域です。石橋さんのこの指摘には大きなインパ

クトがあり、1978年には大規模地震特別措置法
（大震法）、1979年には気象庁にいわゆる判定
会（地震防災対策強化地域判定会）が設けられ、
東海地域には大観測網（ひずみ計約50、伸縮計
約10、傾斜計約50）が敷かれました。しかし、
40年たっても東海地震は起きていません。まだ
これから短期予知には成功する可能性はありま 
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すが、中期予知としては落
第ですね。 
我が国では多くの研究

者が地震の予知・予測に関
わってきましたし、後述の

ように、50年も前から国家
計画も進められてきました。
しかし、しかるべき成果は
あがっていません。国家計
画では短期予知に成功した
ことがないのです。なぜで

しょう？　今回はそのあた
りから考えてみましょう。 
その前に重要な情報をひとつ。それは最近刊

行された泊　次郎さんの670ページの大著「日本
の地震予知研究130年史-明治期から東日本大震
災まで」（文献3）のことです。泊さんは私の東
大地球物理学コースの15年ほど後輩ですが、卒
業後、朝日新聞の科学記者として活躍され（因
みに私は卒業時に朝日新聞の入社試験に落ちま
した！）、最近まで東大地震研究所でも研究を
してこられた方です。彼は日本の地震予知研究
が、ほとんど同じことの繰り返しだったことや、
なぜそうなったかなどを詳しく分析しています。	 

科学史や科学哲学に根ざした力作で、今の私
の小論とは同日の談ではありませんが、地震予
知研究はまだ純粋な科学的興味から追求される
べき段階にあるので、国家的計画とはそぐわな
いといった見解ではやや軌を一にするようです。	 

泊さんは2008年に、「プレートテクトニクス
の拒絶と受容-戦後日本の地球科学史」（文献
4）を刊行されました。今回、その新装版を送っ
て下さいました。プレートテクトニクスといえ
ば、私が集中してきたテーマですので、この本

も私にはとても面白いものです。もうほとんど
歴史的存在化したようなものですが、「地団
研」という組織が、戦後の民主化活動には大い
に貢献したが、だんだん劣化して、結果として

は、我が国の地質学を10年も遅らせた事情が詳
述されています。　 
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２．地震予知研究近代史	 
私は長い研究生活を通じて地震予知に関わっ

たのは、東大定年寸前からですから私のいうこ
とはまあ老人のつぶやきぐらいに考えてくださ
い。	 

これも前回強調したことですが、地震を予知
するには前兆現象をとらえなければなりません
し、それなしには予知はできません。ですから、
地震予知とはどうやって有用な前兆現象を捉え
るかにかかっているのです。これが大前提です。	 
わが国の地震予知の近代的・組織的研究は

1962年、いわゆるブループリント（文献5）で始
まったといえるでしょう。私の恩師の諸先生　
（坪井忠二、和達清夫、萩原尊礼）が主となっ
て提出された提案です。プレートテクトニクス
もハイテクもなかった時代に、“何でもやれる

ことはやってみよう”という科学の正道にのっ
とった試案だったと思います。観測項目として
は、測地、地殻変動、地震活動、地震波速度、
活断層などはもとより、地磁気、地電流まで含
むものでした。この案は国内でも大きくとりあ

げられましたが、その英訳（文献6）は各国から
も注目されました。	 
余談ですが、そしてそれは誰も知らないこと

だと思いますが、この英訳は実は私がアルバイ

トとしてやったのです。当時、地震予知には
まったく関心のなかった私がどうしてそんなこ
とになったのかというと、私の記憶では、上記3
大先生を助ける立場にあった、幹事役の力武常
次先生（当時東大地震研究所助教授）に頼まれ

たからだったと思います。上田は暇な奴だと思
われていたのかもしれません。閑話休題。 
ブループリントは、政府を動かし、1965年度

には約2億1千万円の予算が地震予知年次計画の
初年度として計上されることになりました。こ

うして地震予知研究国家計画がはじまったので
す。これは画期的なことといえましょう。地震
予知研究近代史の始まりですね。 
　　　	 

３．国家計画としての地震予知研究史 	 

予算のついた計画を具体化するには、いずれ
かの科学者集団がイニシアチブをとらねばなり
ません。地震予知ですからこれは地震学者たち
の任務だろうとは誰しも考え、彼らが具体案を
作成したのです。 
今にして考えるとこれは間違いの出発点でし

た。当然のことながら、彼ら地震学者はまず、
地震観測網の充実を取り上げました。これは予
知研究の出発段階では最低必要なことだったと
いえましょう。複数年度の予算が与えられ、大

規模な地震観測網の整備・充実を行うとなると、
大学も研究機関も、それなりの体制を整えまし
た。しかし、地震観測網では基本的には起きた
地震のことしかわかりませんから予知はできま
せん。地震予知の本命ではないのです。ですが、	 

図1（文献1の図5）　マグニチュードが7.5よ
り大きい地震の震源域分布	 
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ひとたび体制が確立されると、体制保存が目的
化してしまって、もうやめるわけにはいかない。　
つまり、研究が事業化してしまい、学問的活性
がとぼしくなった。私などが属していた「地球
観革命」の活気満々の世界（文献7）などにくら
べると、予知計画の皆さんは、もちろん例外は
ありますが、お金はあるが、雑用に追われ、活
性の乏しい集団に見えました。東大地震研究所
の地震予知研究はその一例です。	 
彼らはまず、短期予知にはなにが必要かを

じっくり考えるために、地震学者以外の多くの

“知恵者”を仲間に入れるべきだった。それも
せずに、10年も20年も同じことを続けていると、
心ある人々はこんなことでいいのかと関心を持
つようになります。 

1995年の阪神大震災も予知できなかったと
あって、学界をあげての、いろいろなレベルで
の計画の見直しが図られました。私はこの年に
東大を定年になったのですが、若い人々の真剣
な討論などに大きな期待をもって参加しました。
ところが、事態は思わぬほうに展開しました。

このいきさつをざっと御説明しましょう 
既に申してきたように、予知計画は地震観測

網整備事業に食われてしまい、前兆現象把握の
努力はほとんどなされてこなかった。ところが、

建前上は短期予知の研究、すなわち、前兆現象
検知努力もするということで政府から予算を
とってきたので、今更、それをしなかったとは
いえず、計画リーダーたちは「ついに前兆検知
には成功しなかった。それは極めて困難であり、

誰にもできないだろうから、当分はあきらめて、　	 
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基礎研究にもっと力を注ぐべきだ」と言い出し
たのです。真剣な議論を戦わせていた若い人々
は、計画の実態をよくは知らなかったので、前
兆探求努力をしてこなかったじゃないかなどと
反論もできず、基礎研究重視という美辞にほだ

されてしまったといえるかもしれません。これ
は結果として、やってもこなかった架空の「従
来の前兆探し的短期予知」に罪を押し付けて、
短期予知研究すべてやめてしまえという驚くべ
き風潮を正当化することになったのです。しか
し、日本で地震予知はやめてしまうことは考え

られません。　　　　　　 
かくして、短期予知を放棄したうえで、基礎

研究の美名のもとに、「短期予知はしなくても
よいが、もっと予算がとれる」体制が確立した
のです。予知体制には鋭い批判もあります。　

ロバート・ゲラー東大地震学教授は終始、「予
知研究計画などやめてしまえ」と論陣を張って
います。私もゲラーさんの体制批判には賛成で
す。しかし、彼の「地震予知不可能論」（文献
8）には反対です。自然現象である地震の起きる
前に前兆現象がないはずはないからです。　　　　　　　　　 
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４．地震予知学への途	 
さて、そろそろ、この項も一応の出口がほし

いですね。阪神大震災以来、東日本大震災以後
も、地震予知の世界全般には暗雲が漂っている
感じの方もおられましょう。そんなことでは困

ります。	 
3.11の東日本大震災の後、地震ムラでは次の

大地震は南海トラフ地震ではと言われているよ
うです。図2（文献1の図6）を見ると確かに約
100年おきぐらいにこの地域は活動していて、最
後の1940年代には、直前変動すら報告されてい
ます。	 
南海トラフ地震については、既に政府は正確

な短期予知は困難といっています。それはそう
でしょうが、この種の観測は短期予知にも役立
つので、万全の備えをすべきでしょう。それは

それとして、地震予知の世界ではいろいろ重大
なことが起こりつつあるのです。	 
その一つは、“誤れる予知計画”の副産物、

地震観測網の完備のおかげもあり、地震学その
ものが進歩して、地震データからいろいろの前

兆的現象が発見されてきていること。一方、衛
星データからも、電離層電子密度変化、あるい
は地表変位、などなど、書き出せばきりがない
情報氾濫です。暗雲どころの状況ではないので

す。	 

図2（文献1の図6）　東海地震は短期予知の試金石	 
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もう一つは、日本地震予知学会（Earthquake	 
Prediction	 Society	 of	 Japan,	 EPSJ）の活動で
す。EPSJが世界でおそらく始めての地震予知学
会として発足したのは2014年でした。1880年、
世界で初めての地震学会が生まれたのも日本

だったことを思えば、感慨ありですね。発足以
来、EPSJの活動は目覚ましく、毎年暮れの研究
発表会は盛んです。今私が、この駄文を書かさ
れているのも、広報担当理事の神山眞さんから
のご依頼で、EPSJ活動の一部なのです。	 
しかし、EPSJにはまだまだ、地球科学全体へ

のインパクトはほとんどありません。独創的で
あることは、常軌を逸して見えることもありま
しょう。しかし、自然科学の本筋を誤っていな
ければそれでいい。ところが、地震予知関係の
研究者には、メディアに踊らされてか、おかし

くなってゆく場合がありがちです。予知学会で
はそのようなことが起きないように祈っていま
す。長くなりましたので、このへんで。	 
	 
	 

	 

日本地震予知学会第３回学術講演会	 

日時：2016年（平成28年）	
　　　  12月21日（水）　9：30~17：30	
　　　  12月22日（木）　9：30~17：25	
会場：電気通信大学　創立80周年記念会館「リサージュ」3階会議室	
共催：関西サイエンス・フォーラム	

後援：電気通信大学	

本学会の第３回学術講演会が例年と同じ要領で開催
された。発表された講演の総数は33編。今回の講演会
では2016年に発生した熊本地震と鳥取の地震を対象と
した特別セッションが組まれた。また、従来、「特別
講演」と分類されていた講演が「招待講演」と改称さ
れ、関連分野の先進研究者を「招く」という意味合い
が強く打ち出されるようになった。	 
これまでの学術講演会での発表件数の推移は表１の
通りであり、33編の総数が2年継続している。今回は両
日とも80名前後の参加者があり、大変活発な質疑応答
が行われた。	 

　　行事開催報告	

参加者のかなりの方が非会員であったことも印象的
であった。初日の夕刻には懇親会も行われ、40名の参
加者があり盛況であった。	 
今回の招待講演は以下の通りで、多岐にわたる専門
分野からの話題提供がなされた。	 
◯坂口　秀　氏（海洋研究開発機構）	 
地震予知研究の重要性と方向性	 
◯服部光男　氏(NTTアドバンステクノロジ（株）)	 
ITU-Rにおける電波雑音の分類と測定方法	 
◯小林文明　氏（防衛大学）	 
わが国における竜巻の発生実態と予測可能性	 

表１　学術講演会の発表件数推移	 

報告者：本会理事　神山　眞	



VAN法の創始者のアテネ大学P.Varotsos教授が大統領賞を受賞	 
	 

長尾　年恭1)	 	 
　1）　副会長　東海大学海洋研究所教授　メールアドレス：nagao@scc.u-tokai.ac.jp	 

地電位差観測による短期・直前予知を1980年代から実
践してきたアテネ大学のパナヨティス・バロッチョス教
授（以下、V教授）が2016年12月にギリシャ大統領賞を
受賞しました1)。これは長年にわたる地震予知研究が評
価されたものです。さらに自然科学に対する啓発活動も
同時に評価されました。	 写真1は表彰式における写真で
す2)。V教授らが大統領賞を受賞されたことは、地震予知
研究に携わるものとして、非常に誇らしい出来事です。
我々日本の研究者も彼らに負けないよう、地震予知のサ
イエンスを進めていきたいと思います。	 
VAN法との出会い	 
我々のグループとV教授との関わりは、日本地震予知

学会の名誉会員の上田誠也東大名誉教授（当時：東大地
震研教授）が、1980年ごろに、Tectonophysicsという地球
科学の専門学術書の主任編集者を務めていたことがきっ
かけです。当時、V教授らの論文は2年以上掲載可否の判
断が保留されていました。その理由は「結果が良すぎ
る」というものだったのです。当時も今も地震学界では
短期予知は困難というのが常識となっています。そこに
「ギリシャで短期予知に成功している」という論文が投
稿された訳ですから、その結果に対して懐疑的になるの
は当然でした。新たに就任した上田編集長は、「結果が
良すぎるから採択しない」というのは科学的ではないと
いう事で、ご自身も論文の内容を確認し、掲載を決定し
たのです。これが我々グループとV教授とのなれそめとい
うことになります。それから上田教授は何度もギリシャ
へ足を運び、さらに1991年には長尾年恭も1年間アテネ大
学に滞在し、V教授と一緒に研究を行いました。写真2は
実際に予知を行い、その通り地震が発生し、それが新聞
に取り上げられた時のものです（左からV教授、長尾、上
田教授）。	 
いまやVAN法という名前の由来をご存知ない方も多い

かと思いますので、ここになぜVAN法が始まったのかを
含めてご紹介したいと思います。	 

V教授は物性物理学の研究を長年行ってきました。そ
して岩石破壊直前に岩石中に含まれるミクロな格子欠陥	 
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　　特別ニュース	
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双極子が一斉に分極して、震源において一時的に起電力
が生ずる（これがSeismic  Electric  Signals:  SES）という固
体物理学の仮説を地震予知に応用したのです。	 
その方法は開発した 3人の科学者、 Va r o t s o s、

Alexopoulos、Nomikosという3名の頭文字をとってVAN法
と名付けられました。アレクソプーロス教授はV教授の指
導教官にあたる方で、100歳までお元気で、天寿を全うさ
れた方です。ノミコス教授は電子工学の研究者で、デー
タ収録・転送システムを作成されました。	 
最近では“新しい時間の概念”であるNatural  Timeと

いうものを発見され、SESと組み合わせてそれを地震予
知に応用すると、地震発生時間の予測精度が数日まで狭
められると主張されています。またNatural  Time解析は、
物事が臨界となったかを知る事のできる解析と考えられ
ており、心筋梗塞などによる突然死を予測する事ができ
るのではないかと考えられており、医学分野でも注目を
集めています。今後もV教授の活躍を祈念してこの文章を
終わりたいと思います。	 
参考文献（どちらもギリシャ語です）	 
1)http://www.presidency.gr/?p=12041	

2)http://www.zougla.gr/greece/article/i-vravefsi-enos-megalou-
elina-fisikou	

	 
	 

写真１　大統領賞受賞式	 

写真２　新聞記事	 



	 
日本地震予知学会平成29年度第1回理事会(通算第５回理事会）（議事録抜粋）	 

 	 
1　招集通知年月日　　　　平成29年4月6日（木）	 
	 

2　開催年月日及び時刻　　平成29年5月11日（木）13：30~15：30	 
　	 および開催場所	 	 	 	 	 	 	 	 富士防災警備株式会社会議室	 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　	 
3　出席者	 
　1)理事　　　　　　早川正士、長尾年恭、服部克巳、神山　眞、児玉哲哉、藤縄幸雄、芳原容英	 
　2)監事　　　　　	 	 古宇田亮一	 

　3)名誉会員　　　　上田誠也	 	 
　4)事務局　　　　　山口弘輝	 
	 
4　議事	 
	 

第1号議題　次回社員総会及び理事会	 
前回の理事会、社員総会での決定に従い、次回の社員総会の開催日時と関連事項が審議された。

2017年5月25（木）の昼食時（12：30-13：30）JpGU会場内にて社員総会を開催することが決定された。
また、理事会の開催要領と日時についても審議、決定された。　　	 
第2号議題　理事の任務分担の確認	 

理事の任務分担が決定された。学会行事担当：早川、長尾、芳原理事、会計担当：藤縄理事、広
報担当：児玉、神山理事、総務担当：服部理事、監査：古宇田監事、事務局：富士防災警備(株)。	 
更に、2018年5月にて現理事、監事は任期満了になることに伴い、理事選挙に関する任務を服部理

事と古宇田監事が担当することに決定した。　　　　	 

第3号議題　ニュースレター	 
　 担当の神山理事から4号に向けて準備と企画内容が報告された。ニュースレターの最後に、会費納
入のお願いや一般会員からの投稿も歓迎することなどの周知を含めることが確認された。	 
第4号議題　2017年学術講演会	 
　 種々の議論の結果、第4回学術講演会は例年通り電気通信大学において、AGU後の12月25日（月）、

26日（火）に開催することになる。電気通信大学の開催場所について大学内の他行事との兼ね合いか
ら芳原理事に一任することになる。更に、WiFiに関する希望にも対応を依頼した	 
第5号議題　一般向け講演会	 	 
　学会として一般向け講演会の企画を考える。一つは秋に仙台での国際防災展が開催されることに対
応したものを考える。もう一つの可能性は津波監視に関する研究申請を行っており、これが採択され

た時に実施するなど。	 
第6号議題　次期理事の選挙	 
第1、2期は学会発足時であり、運営をスムーズに行うため、同じ理事・監事メンバーにて行って

きたが、次期以降の選出法が審議された。最終的には次期理事は選挙で選出する事が決定され、選挙
の内規作り、選挙管理委員会などについて総務担当の服部理事、古宇田監事が原案を作成することに

なった。	 
第7号議題　国内、国外の状況	 
国内外の地震予知に関する情勢と学会としての戦略を種々議論した。先ず、長尾理事より国内の

情勢の概略を説明があった。国の予知研究（文科省）は継続される方向とのこと。地震の準備過程と
して前兆がある事は地震学も認める方向である。続いて、服部理事より、AGU出版のモノグラフ

（Ouzounov他がEditors）が本年12月に出版予定であり、この出版が大きな意味を持つと思われると。
また、EGU、AGUでの関連セッションの動向も報告された。更には、長尾理事より本年8月中国の地震
電磁気人工衛星の打ち上げが予定され、日本も参加することが望ましいことなど。　　　	 
第8号議題　その他	 
　 非会員の参加費はアブストラクト集の代金を考え、次回以降3,000円とすること。次に、会員の会

費未納が多く、早急に対応すること。	 
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　　理事会開催報告	
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第４回社員総会	 

日時：2017年（平成29年）	
　　　  5月25日（木）　12：30~13：30	
会場：JpGU（日本惑星科学連合)2017（千葉幕張メッセ	
　　　　国際会議場）106会議室	

　本学会の第４回社員総会が以下のように開催された。	 
現在の会員総票数105（個人会員75票、法人会員30票）の
内、出席票数16、委任状提出票数43、合計59票で定款の総
会成立要件の過半数（53票）を超えていることが事務局か
ら報告され、議事に入った。次第経過概要は以下の通り。	 
議長選出：早川会長の選出	 
議事録証明人選出：長尾副会長、服部理事	 
　議事経過の概要は以下の通り。	 
１.第３期事業報告書承認の件：	 
　プロジェクタへの資料内容の投影、説明により早川会長
から報告され、承認された。	 
２.第３期決算報告書承認の件	 
　会計担当の藤縄理事から同様にプロジェクタへの資料内
容の投影により貸借対照表、資産と負債について説明報告
され、承認された。また、古宇田監事からの監査報告なさ
れ、監査報告も併せて承認された。監査報告の中で会費未
納への対処の必要性が指摘された。	 
３.理事会報告	 
　 早川会長から5月11日開催の理事会での審議内容の概要
が報告され、承認された。	 
４.ニュースレターの発行の件	 
　神山広報担当理事から経過、編集要領が説明され、承認
された。	 
５.2017年度方針の件	 
　2017年度方針に関連して次期の選任について理事会から
提案されるとともに議論された。選挙で選任することを基
本とすることとして選挙内規の原案が提示され、議論され
た。本総会での意見等に基づき提示原案を理事会で更に検
討して決定することが承認された。	 
また、2017年度方針に関連して学術講演会の開催日時

と開催場所が周知された。	 
	 
	 

報告者：本会理事　神山　眞	

　　行事開催報告	

総会次第	
①定足数の確認	
②議長選出	
③議事録署名人選出	
④議事	

　１.第３期事業報告書承認の件	
　２.第３期決算報告書承認の件	
　３.理事会報告	
　４.ニュースレターの発行	
　５.2017年度方針	
⑤その他	

⑥閉会の辞	
	

報告者：本会理事　神山　眞	

第３回社員総会	 

日時：2016年（平成28年）	
　　　  12月22日（水）　16：55~17：25	
会場：電気通信大学 	
　　　　創立80周年記念会館「リサージュ」3階会議室	

第３回社員総会が2016年度の第３回学術講演会の終了
後、同じ会場で開催された。これは、独立な行事として開
催されてきたこれまでの総会の補完、および多くの会員の
出席が期待できるものとして、「ミニ総会」の意味合いで
企画されたものである。	 
一般会員総数72票のうち出席票数12、委任状提出票数

22、法人会員総数30票のうち出席票数6、委任状13票で総
数53票で定款の総会成立要件の過半数（51票）を超えてい
ることが事務局から報告され、議事に入った。次第経過の
概要は以下の通り。	 
議長選出：早川会長の選出	 
議事録証明人選出：長尾副会長、児玉理事	 
議事経過の概要は以下の通り。	 

１.JpGU（幕張、日本惑星圏学会）でのセッションの件	 
　 日本地震予知学会が中心となる国内セッションと国際
セッションを提案することを了承した。。	 
２.ニュースレター発行の件	 
　 担当理事から年2回のペースの発行と発行内容などが報
告されるとともに、特別ニュース掲載などが提案された。
３.IWEPの共催の件	 
服部理事が中心となって開催する予定のIWEP4（2017年

5月26日（金）、27日（土））に関して共催が承認された。	 
４.次回学術講演会の改善の件	 
アブストラクトの電子化、ポスターでの発表などにつ

いて議論され、理事会で今後詳細を検討することとなった。
５.論文の出版の件　	 
IWEP等において発表された論文を中心に10編程度にて

特集号を欧州誌に申請すること、国内誌における特集号の
申請などが提案され、次回以降の理事会において具体策を
検討することが確認された。	 
	 

　　行事開催報告	

総会次第	
①定足数の確認	
②議長選出	
③議事録署名人選出	
④議事	

　１. JpGU（幕張、日本惑星圏学会）でのセッション	
　２. ニュースレターの発行　	
　３. IWEPの共催　	
　４. 次回学術講演会の改善　	
　５. 論文の出版　	
⑤閉会の辞	
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見通し内VHF帯伝搬波観測による地震
予知の可能性	 

１．はじめに	 
群馬大学の本島研究室では、数年前から見通し内VHF

帯放送波（FM放送波など）の連続観測をおこない、受信
波の変動と地震発生との関連性を追求しています1),2),3)。
従来、見通し内のVHF帯電波は安定した伝搬をしていると
思われていましたが、群馬大学に構築したVHF帯放送波観
測システムを用いて長期の観測をおこなった結果、電波伝
搬路周辺を震央とする地震の発生数時間～数日前に、しば
しば受信波強度に変動を生じることが分かってきました。
本稿では、見通し内VHF帯放送波の伝搬異常（変動）を捉
えることで地震予知に役立てようとする試みについて解説
します。	 

 
２．VHF帯放送波自動観測システム	 
まずは、群馬大学で構築したVHF帯放送波自動観測シ

ステムについて紹介します。この観測装置の概略を図１に
示します。 
観測システムは、群馬大学桐生キャンパス（群馬県桐

生市(36°25’26’’N、139°20’58’’E)）に設置されており、スペ
クトラムアナライザを用いて受信波強度の計測をおこなっ
ています。電波観測用のアンテナには、一般に市販されて
いるFM放送波受信用アンテナ（5素子および8素子八木ア
ンテナ）を用いており、観測方向別に指向した複数の八木
アンテナが5階建物の屋上に設置されています。自動アン
テナ切替器によって観測放送波ごとに適切なアンテナが選
択され、受信波強度がスペアナで計測されます。これらは、
Linuxが稼働しているパソコンによって自動制御され、24	 

　　シリーズ・研究訪問	
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本島　邦行(正会員、	 群馬大学教授、
motojima@gunma-u.ac.jp）	 

時間365日の自動連続観測を可能にしています。このシ
ステムでは複数の放送波を巡回観測しており、見通し
内及び見通し外のFM放送波を中心に約20数波を巡回受
信しています。各放送波の計測間隔は約30～40秒程度
です。観測された受信波強度は、そのままデータ記録
用パソコンに保存されるとともに、30分毎に受信波強
度の時間変化グラフが自動作成され、研究室のホーム
ページ4)上に自動アップロードされるため、インター
ネット上のどこからでも最新の観測結果を見ることが
できます。	 
	 
３．伝搬異常観測例	 
前述の観測システムで捉えた見通し内VHF帯放送波

伝搬異常の観測例を図2に示します。	 
これは、2012年4月28～30日に見通し内VHF帯放送

波に現れた伝搬異常観測結果です。ほぼ同じ時間帯の
東京FM波とBayFM波の受信波強度に大きな変動が生じ
ており、NHK-FM埼玉波とNHK-FM茨城波にも一時的
に異常が発生しています。そして、29日の昼間には全
波で一時的に伝搬異常が消失しましたが、29日の日没
後から再び伝搬異常が現れ、そのさなかに千葉県北東
部を震央とするマグニチュード5.8の地震が発生しまし
た。	 
	 

４．伝搬異常と地震の関連性に関する統計的考察	 
無論、たまたま偶然でこのような電波伝搬異常と地

震という異なる２つの物理現象が続けて発生した可能
性もあります。そこで群馬大学では、偶然に両者が併
発する確率（P_uncとする）を計算し、実際の観測で併
発した確率（P_obsとする）との比（確率利得PGとす
る）を求めることで、伝搬異常と地震の関連性を定量
的に評価する方法を取り入れています5)。	 
表1は、観測期間中の2012年4月23日～2015年4月22

日（3年間；1095日間）における地震発生回数、伝搬異
常発生回数、両者が24時間以内に併発した回数、両者
が無関係な場合の併発確率（P_unc）に対する実際の併
発確率（P_obs）の比（確率利得PG）を示します。地
震は、マグニチュード4.5以上で電波伝搬路から100km
以内を震央とし、震源の深さが50km以内のものを対象
としています。また、受信波の変動が伝搬異常である
かの判定には、Wavelet解析6),7)を用いて受信波の強度
変動に含まれる時間-周波数成分を抽出し、その大きさ	 
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図１　群馬大学VHF帯放送波自動観測システム	 

図２　複数VHF帯放送波に同時に現れた伝搬異常と	 
　　　地震発生時刻	 
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が一定値を超えた場合を伝搬異常発生としています。
この結果だけで断定することはできませんが、見通し
内VHF帯放送波の伝搬異常と地震発生との間には関連
性があることが推測できます。 
 
５．現状と今後の課題	 
以上、見通し内VHF帯放送波の伝搬異常現象と地震

発生との関連性を統計的に考察してきましたが、地震
予知を達成するためにはまだまだ不十分です。前節の
統計結果では高い確率利得値（PG ）が得られています
が、実際の予測には適中率（＝地震数と併発した伝搬
異常数÷伝搬異常総数）、警報率（＝伝搬異常を伴った
地震数÷総地震数）が高い値になることが必要です。	 
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前節の結果では、適中率が0.15程度、警報率が0.1程
度で、とても「地震予知」ができるとは言えないレベ
ルです。本稿の見通し内VHF帯放送波伝搬観測だけで
は限界があるのも事実です。今後は、他の多様な観測
方法による結果と統合した高精度な予測体制の確立が
必要になると思います。	 
	 

表１　各放送波における伝搬異常と地震発生数	 
　　　及び確率利得	 

〒108-0014 東京都新宿区岩戸町11番地　清風ビル３階  
TEL、FAX:  03-5579-8470 	
E-mail: office@eqpsj.jp	
Website: http://www.eqpsj.jp 
＜本ニュースレターの内容を許可なく転載することを禁じます。＞ 

一般社団法人　日本地震予知学会	

日本地震予知学会のニュースレター第4号をお届け致します。	 
予定通り2回／年のペースで、発行開始から2年を経過したことになります。	 
本号では名誉会員の上田先生に前号に続き原稿を寄せていただきました。副会長の長尾先生には特別
ニュースとしてVarotsos教授の大統領賞受賞という本学会にとっても吉報となる原稿を頂戴しました。また、
本島先生（群馬大学）におかれましては、「研究訪問」の第2回執筆に貴重な原稿をいただきました。原稿
を寄せて頂いた方々に記して感謝いたします。	 
（編集担当理事：神山）	 

会員の皆様へー日本地震予知学会理事会からのお願いー	
	
	
	
	

　編集後記	

本学会は会員の皆様からの会費で運営が成り立っております。毎年度初めに事務局
から会費納入の案内をさせていただいておりますが、未納入の方が散見されます。
学会の運営円滑化のためにも、確実に会費納入をお願いいたします。	 
会費振込先：三菱東京UFG銀行、神楽坂支店、普通講座	 0232399	 
受取人：一般社団法人　日本地震予知学会	 


